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ID: 1214   

担当部署: みどり環境部 みどり公園課  

処分の概要 緑地保全・緑化推進法人の指定 

例 規 名 

根 拠 条 項 
都市緑地法 第69条第1項 

例 規 番 号 昭和48年法律第72号（平成29年6月改定） 

【基準】 

法第69条第1項の規定による。 

（緑地保全・緑化推進法人） 

第 69 条 市町村長は、特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第 2 条第 2 項に規定す

る特定非営利活動法人、一般社団法人若しくは一般財団法人その他の営利を目的としない

法人又は都市における緑地の保全及び緑化の推進を図ることを目的とする会社であつて、次

条各号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができると認められるものを、その申請によ

り、緑地保全・緑化推進法人（以下「推進法人」という。）として指定することができる。 

（業務） 

第 70 条 推進法人は、当該市町村の区域内において、次に掲げる業務を行うものとする。  

(1) 次のいずれかに掲げる業務 

イ 管理協定に基づく緑地の管理を行うこと。 

ロ 市民緑地の設置及び管理を行うこと。 

ハ 主として都市計画区域内の緑地の買取り及び買い取った緑地の保全を行うこと。 

(2) 緑地の保全及び緑化の推進に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。 

(3) 緑地の保全及び緑化の推進に関し必要な助言及び指導を行うこと。 

(4) 緑地の保全及び緑化の推進に関する調査及び研究を行うこと。 

(5) 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

都市緑地法運用指針(平成16年12月国土交通省都市・地域整備局)参考 

 

緑地保全・緑化推進法人制度（みどり法人制度） 

(2) みどり法人制度の内容 

① 指定上の注意点 

ア 市町村長が、みどり法人の指定を行うにあたっては、当該民間団体等が法第 70 条各

号に掲げる業務を適正かつ確実に行うことができるか否かについて、組織、資金等の面 

から判断すべきである。その際、特に、同条第１号イ及びロに係る業務に関しては、緑

地施設の整備、緑地管理の能力及び資金力等について、同条第１号ハに係る業務に関 

しては、資金力、緑地を適正に管理する能力等について判断すべきである。また、指定

の申請にあたっては、定款のほか、事業計画書、資金計画書等、当該団体が当該業務を 

適正かつ確実に遂行する能力を有するか否かを判断するために必要となる書類を提出

させることが望ましい。 

イ 「その他の営利を目的としない法人」については、一般財団法人、一般社団法人若し

くはＮＰＯ法人以外の営利を目的としない法人であり、認可地縁団体（地方自治法第 

260 条の２に基づき市町村の認可を受けた自治会や町内会等）や社会福祉法人等を想 

定している。 

ウ 「緑地の保全及び緑化の推進を図ることを目的とする会社」については、ＣＳＲ活動
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の一環として緑地保全活動等を行っている会社やまちづくり会社、造園会社及び都市

公園の指定管理業務実績のある会社等を想定しているが、当該会社の定款において緑

地の保全及び緑化の推進を図ることを目的とする旨の記載がなされていることを必要

とするものではなく、実際に都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する業務を

行うもので、法第 70 条各号の業務を適正かつ確実に行うことができると認められるも

のであるときには、法第 69 条第１項の規定に基づき指定することができる。 

エ みどり法人として複数の市町村の区域内において活動する場合は、各市町村長が当該

民間団体をみどり法人として指定することが必要である。 

オ みどり法人の指定を行った町村長は、都道府県知事が特別緑地保全地区内の土地の 

買入れの相手方としてみどり法人を定めることができるため、当該指定に係るみどり

法人の名称、住所、事務所の所在地、当該みどり法人に対する地方公共団体の出捐状況

及び当該みどり法人の業 

務の種類について、当該都道府県知事に対し通知することが望ましい。 

カ 指定を行った場合の公示は、市町村の公報及び掲示板へ掲載することにより行うこと

が望ましい。また、インターネットで公開が可能な場合には、併せて公開すること 

が望ましい。 

キ 市町村の都市緑地法担当部局は、法第 69 条第１項のみどり法人の指定の申請があっ

た場合に、当該申請に係る法人がナショナルトラスト等その定款において自然環境 

の保全に関する事項が定められているものである場合には、この旨自然保護担当部局

に連絡するとともに、当該法人の指定にあたって、自然保護担当部局の意向を十分尊重

することが望ましい。 

 

 

 

 

 

標準処理期間  30日 

備考  

 

 

設 定 年 月 日 平成 29 年 10 月 1 日 最終変更年月日 平成 29 年 10 月 1 日 

 


